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経済学の観点から

佐野　晋平

学力とは

　教育問題は多くの人を引きつけるが，それは経済学
の研究者にとっても同様である。とりわけ，経済学者
は学力に強い関心を払っているが，その理由は学力が
労働経済学，教育経済学の観点からみて重要な指標だ
と考えられているからだ 1）。学力は人的資本を示す指
標であり，人的資本は個人の賃金上昇のみならず一国
の経済成長と関連があることが明らかにされている。
そのため，学力がどのような要因により決定されるか
を分析することは重要な研究課題である。学力の決定
要因を明らかにすることは，どのような学校資源を用
いることが資源配分からみて効率的なのかを分析する
ことでもあるので，学力は教育政策を評価する指標と
しても利用される。以下では，それぞれの背景にある
議論を説明し，なぜ経済学者が学力に関心を持つのか
を説明する。

Ⅰ　人的資本の指標としての学力
　経済学が学力をどのように捉えているかを理解する
ために，その基礎となる人的資本の考え方を説明しよ
う。人的資本とは，労働者が身につけた能力・知識・
技能などの総称である。人的資本は，機械などの物的
資本と同様に生産活動に寄与し，高い人的資本水準を
備えた労働者は多くの付加価値を生み出す。人的資本
は生産性を高めるだけではなく，健康水準などの生活
の質の向上にも貢献する。
　人的資本理論によると，教育・訓練は人的資本を蓄
積する手段である。人々は教育を受けることで享受す
る賃金上昇と発生する費用を勘案し最適な教育年数を
選択する。人的資本理論に基づき導出された教育と賃
金の関係はミンサー型賃金関数と呼ばれ，その扱いや
すさと説明力の強さから，様々な研究で用いられてい
る（川口 2011，2015）。個人のデータを用いてミンサー
型賃金関数を推計すると，教育年数と賃金には正の関
係が検出されるため，教育は人的資本の蓄積に貢献す
るという解釈が行われる 2）。この関係を前提とし，多
くの研究でしばしば教育年数が人的資本の指標として
利用される。
　人的資本の蓄積は個人の生産性を高めることによ
り，個人の所得の増加だけではなく，一国の経済成長
にも貢献する。人的資本と経済成長の理論的関係は以
下の 3 点である（Acemoglu�2008）。第一に，人的資本
は教育により蓄積され，それが労働生産性を高め，新
たに多くの生産を行うことに寄与する。第二に，人的
資本はイノベーションを誘発するための土壌となり，

イノベーションは新たな知識，技術を生み出し，経済
成長に寄与する。第三に，人的資本は，新たな知識が
普及することの媒介，あるいは新たな生産プロセスの
理解に繫がり，それらが経済成長に寄与する。
　人的資本と経済成長の関係を計測する試みは多くな
され，人的資本の指標として教育年数が用いられてき
たが（Barro�1991 など），その問題点も明らかとなって
きた。人的資本を教育年数で捉えることの問題点は，
次の 2 点である。第一に，教育年数は教育の質が反映
された指標ではない。これは，教育年数が 1 年増える
と，カリキュラムや授業時間の違いにより教育の質が
異なったとしても，同じだけ知識やスキルが蓄積され
ると暗に仮定していることを意味する。第二に，教育
年数を人的資本の指標と考えるためには，人的資本は
フォーマルな教育により蓄積されていると暗に仮定し
ていることとなる。人的資本を蓄積する手段は学校教
育だけではなく，家庭，仲間，あるいは塾もあり，教
育年数だけでこれらの影響を完全に捉えることは困難
である。
　そこで，近年では，学力を人的資本の指標とみなす
考え方が有力となっている（Hanushek�and�Woessmann�
2015）3）。同一の教育年数で異なる学力水準であること
は，直面している教育の質の差を反映した指標とみな
せる。学力は，学校教育の程度，家庭資源，塾など
様々な教育手段の後に形成された人的資本を反映した
指標とみなせる。
　これらを Hanushek�and�Woessmann（2015）に基づ
きクロスカントリーデータから確認してみよう 4）。図
の左側は，テストスコアで代理した学力と教育年数の
関係を示したものである。これによると，教育年数と
学力は正の関係にあるものの，同一の教育年数であっ
ても学力水準にばらつきがあることがわかる。図の右
側は，経済成長率に与える様々な要因を除去した後で
の，経済成長率と学力の関係を示したものである。学
力と経済成長は正の関係にあり，回帰分析を行うと，
その関係は統計的に有意である（係数：0.56，t 値＝
3.67）。興味深いことに，教育年数は，学力水準の差異
を制御しなければ経済成長率を高めるが，学力水準を
制御すると，経済成長率とは統計的に有意な関係は観
察されない（係数：0.07，t 値＝1.37）。
　このように，学力は人的資本の指標として有用であ
ることが明らかとなっている。そのため，学力をどの
ように高めるのか，それを支える施策としてどのよう
なものがあるのかが問題となる。
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Ⅱ　教育の生産関数
　学力は人的資本の指標であると考えられるので，そ
もそも学力がどのような要因で決定されているかが興
味の関心となるのは自然な流れだろう。特に，学校資
源や家庭資源がどのように学力を規定するのかについ
ては，教育経済学により多くの研究蓄積がなされてき
た。それらの研究において，中心となる考え方は教育
の生産関数である。
　教育の生産関数とは，初期時点の能力を一定にした
うえで，インプットである学校資源，家庭資源と，ア
ウトカム 5）である学力の関係を示し，一般的には以
下のように描写される。

　Ait＝f（Sit,�Sit－1,�... ,�Fit,�Fit－1,�... ,�Ii,εit）� （1）

この式は，ある生徒 i の t 時点での学力 Ait は，その
時点までの学校資源（Sit，Sit－1� ....），家庭資源（Fit，Fit－1，...），
生来の能力 Ii と誤差項εit によって決まることを意味
している。データの利用可能性や分析対象に応じて

（1）式に追加的な仮定を課すことにより（Todd�and�
Wolpin�2003），たとえば以下のような簡便な形に変形
できる。

　Ait＝αAit－1＋βSit＋γFit＋εit� （2）

　（2）式は付加価値モデル（Value-Added�Model）とも
呼ばれ，多くの実証分析で用いられている。たとえ
ば，生徒個人の学力を被説明変数にし，クラス規模な
ど学校資源と親の所得・学歴などの家庭資源の変数を
それぞれ説明変数にすることで，学力を規定する要因
を検討できる 6）。

Ⅲ　教育政策を評価する指標としての学力
　教育の生産関数は，インプットである学校資源や家
庭資源とアウトカムである学力の関係を明示的に示し
ているので，教育政策の評価に用いることができる。
学力の向上という評価軸のもとで，どのようなイン
プットの投入が学力決定に重要であるかを，あるいは
教育施策の費用対効果を定量的に把握する方法である。
　例として，義務教育における学級規模縮小施策を考
えてみよう。一方で，1 学級当たりの生徒数が少なけ
れば「目が届きやすい」ため，教育効果が高いと考え
られている。他方で，1 学級当たりの生徒数を少なく
することは，追加的な教員雇用や学校施設の拡大をも
たらすため，公的資金の投入が必要となる。そのた

注：�48 カ国のクロスカントリーデータを用い筆者推計。データ出所は脚注 4 参照。調整済み経済成長率とは，1960 ～ 2000 年の経済成長率を被説明
変数にとり，対数をとった 1960 年時点の 1 人当たり GDP と平均教育年数を説明変数としたときの残差である。調整済みテストスコアとは，テ
ストスコアを被説明変数にとり，対数をとった 1960 年時点の 1 人当たり GDP と平均教育年数を説明変数としたときの残差である。各点は国を
示し，直線は回帰線である。

図　教育年数と学力，学力と経済成長率の関係
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特　集　この概念の意味するところ

め，学級規模縮小施策は政治的論点になりやすい。そ
こで，学力，学級規模に関する情報，家庭資源に関す
るデータを用い，教育の生産関数を推計することによ
り，1 学級当たり生徒数を 1 人減らした場合の学力へ
の変化を定量的に示すことができる。あわせて，学級
規模縮小に関する費用を見積もることにより，費用対
効果を計測できる 7）。
　費用対効果を計測できるということは，代替的な方
法に対してどの施策が効果的かを比較できることを意
味する。学力を向上させるためには，学級規模を縮小
させるのか，学級規模は維持したまま教員給与を引き
上げるのかなど，どこに資源を配分すべきかの示唆を
与えうる。

Ⅳ　まとめと様々な展開
　経済学において，学力は人的資本を示す指標と考え
られている。学力を向上させることは個人の生産性向
上と経済成長に寄与する。そのため，学力がどのよう
に決定されているのか，どのような教育政策や制度が
望ましいのかを考察できる。このように学力に関する
研究が蓄積されているが，最後に展開を 2 点ほど簡潔
に紹介する。
　第一点目は，労働市場で観察される差異を，学力の
差異で説明しようとする考え方がある（Neal�and�Johnson�
1996；Fryer�and�Levitt�2013）。たとえば，労働市場にお
ける男女差の一部は，数学の得点の男女差に起因して
いるかもしれない。その場合，教育の機会の男女差を
均等化させることが，労働市場での格差を縮小させる
効果を持つと考えられる。
　第二点目は，学力に代表される認知能力とコミュニ
ケーション能力など非認知能力の関係である。認知能
力だけではなく非認知能力が労働市場での成功と関連
し て い る こ と が 明 ら か と な っ て い る（Cunha�and�
Heckman�2008；李 2014）。「スキルがスキルを生み出す」
考えのもと，認知能力と非認知能力の相互関係を解明
しようとする研究が進んでいる。
　経済学では，学力という指標を手掛かりに，様々な
社会現象の解明を試みている。それを支えるのは，指
標を理解し解析するための概念とデータベースの充
実，およびそれらの相互対話であることは言うまでも
ないだろう。

 1）教育経済学の近年の研究成果を包括的にまとめたものに中
室（2015）がある。また，日本子どもパネル調査を用い学力
を分析した研究に赤林・直井・敷島（2016）がある。

 2）もう一つの有力な解釈はシグナリングである。人的資本と
シグナリングについては佐野（2015）を参照。

 3）Hanushek�and�Woessmann（2015）は知識資本（Knowl-
edge�Capital）と表現している。

 4）データの出所は以下の通りである。テストスコアは http://
www.cesifo-group.de/ifoHome/CESifo-Group/ifo/ifo-
Mitarbeiter/cvifo-woessmann_l/Ludger-Woessmann--Data.
html（2017 年 2 月 22 日閲覧）より，平均教育年数は Barro-

Lee データベース（http://barrolee.com/）（2017 年 2 月 22 日
閲覧），経済成長率は Penn�World�Table�version�9.0（http://
www.rug.nl/ggdc/productivity/pwt/）（2017 年 2 月 22日閲覧）
より得た。それぞれを国名で接合し，1960 ～ 2000 年の経済
成長率，1960 年時点の 1 人当たり GDP，平均教育年数，テ
ストスコアを入手できる 48 カ国に分析を限定した。

 5）必ずしも学力のみを想定しない。
 6）日本における分析例として北條（2011）がある。
 7）日本における研究例としてAkabayashi�and�Nakamura（2014）

がある。
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